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❖発破作業　焦るな急ぐな　手を抜くな　　　　❖火薬類　使うあなたが責任者　正しい知識で良い管理

　当協会広報誌「全火協弘報第593号」における令和６年度甲種・乙種火薬類取
扱保安責任者試験、丙種火薬類製造保安責任者試験の記載を以下のとおり、修正
いたします。
◉  令和６年度甲種・乙種火薬類取扱保安責任者試験、丙種火薬類製造保

安責任者試験について
　令和６年９月１日に実施いたしました試験の合格発表は10月15日です。合格者
の番号は、弊協会ホームページに掲載いたします。（静岡県、滋賀県は中止
となりましたが、令和７年１月26日（日）に追試験を予定しています。）

区　　分 出願者数（人） 受験者数（人） 受験率（％）※

甲種取扱 3,222 2,962 91.9

乙種取扱 859 784 91.3

丙種製造 87 74 85.1

計 4,168 3,820 91.7

※受験率は静岡県、滋賀県の受験者を欠席として整理しています。

◉ 令和６年度甲種・乙種火薬類製造保安責任者試験について
　上記試験の出願は、８月23日に締め切りました。出願者数は次のとおりです。
　　甲種製造　104人　　乙種製造　21人　　合計　125人
　なお、試験日は、10月30日（水）、31日（木）の両日、試験会場は「日本教育
会館（東京都）」、合格発表日は、12月20日（金）です。

◉ 主要行事予定表
開催年月日 主　要　行　事

令和6. 10. 30〜31 甲種・乙種火薬類製造保安責任者試験（大臣試験）
10. 〜11. 登録講師研修会（書面開催）
11. 23〜12. 1 火薬類爆発影響低減化保安技術実験（北海道）
12. 12 第25回会長表彰式

◉ 第25回会長表彰式スケジュール
　10月中旬　表彰者決定
　12月12日　表彰式
　尚、本表彰式は、経済産業大臣表彰（火薬類保安に係る）と併せて実施します。

◉  令和６年火薬類関係事故について（９月30日までに報告のあったもの）
総括表（取扱・種類別一覧表）

項　　　目
事故

（A,B1,B2,C1）
件数

異常事象
（C2）
件数

死亡者数 負傷者数

取扱 種類 件数 計 件数 計 人数 計 人数（重−軽） 計
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合　 計
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※ 運搬中、貯蔵中の事故件数、異常事象件数、死亡者数、負傷者数はありません。
※ 詳細は、弊協会のホームページをご覧ください。

◉  産業火薬類の生産、出荷（販売）、在庫量（経済産業省生産動態統計
月報）は経済産業省のホームページ中の統計からご覧ください。

　URL　 https://www.meti.go.jp/statistics/tyo/seidou/result/ichiran/08_seidou.
html#menu5

再 教 育 講 習

協会名 日程 開 催 地

愛 知 7 名古屋市

千 葉 8 千 葉 市

東 京 8 八 丈 島

大 阪 8 大 阪 市

兵 庫 14 神 戸 市

山 口 20 山 口 市

和歌山 21 和歌山市

沖 縄 21 北大東村

京 都 22 南 丹 市

鹿児島 26 鹿児島市

奈 良 下旬 奈 良 市

保 安 手 帳 所 持 者
（ 産 火 ） 保 安 教 育 講 習

協会名 日程 開 催 地

北海道 1 札 幌 市

富 山 6 富 山 市

広 島 6 福 山 市

東 京 8 八 丈 島

大 阪 8 大 阪 市

島 根 8 雲 南 市

高 知 8 高 知 市

山 形 11 山 形 市

福 島 12 白 河 市

福 井 13 敦 賀 市

愛 知 13 名古屋市

広 島 13 三 次 市

大 分 13 豊後大野市

北海道 14 函 館 市

青 森 14 青 森 市

福 島 14 福 島 市

三 重 14 津 市

青 森 15 八 戸 市

埼 玉 15 熊 谷 市

東 京 15 中 央 区

熊 本 15 八 代 市

岐 阜 18 高 山 市

群 馬 20 前 橋 市

徳 島 20 徳 島 市

宮 城 21 仙 台 市

和歌山 21 和歌山市

沖 縄 21 北大東村

京 都 22 南 丹 市

福 井 25 大 野 市

富 山 27 富 山 市

滋 賀 27 大 津 市

福 岡 27 飯 塚 市

鹿児島 27 鹿児島市

静 岡 29 静 岡 市

奈 良 上旬 奈 良 市

山 梨 下旬 甲 府 市

山 梨 下旬 甲 府 市

講 習 会 開 催 計 画 表
１．講習会開催計画表は、都道府県協会からの報告に基づき作成したものです。
２．講習会の確認及び細部計画は、各協会にお問い合せください。
３．講習会の日程は、弊協会ホームページからもご覧になれます。

11月講習会予定
従 事 者 手 帳 所 持 者
保 安 教 育 講 習

協会名 日程 開 催 地

広 島 6 福 山 市

東 京 8 八 丈 島

大 阪 8 大 阪 市

島 根 8 雲 南 市

山 形 11 山 形 市

福 島 12 白 河 市

富 山 13 富 山 市

福 井 13 敦 賀 市

広 島 13 三 次 市

福 岡 13 福 岡 市

大 分 13 豊後大野市

青 森 14 青 森 市

福 島 14 福 島 市

三 重 14 津 市

北海道 15 函 館 市

青 森 15 八 戸 市

熊 本 15 八 代 市

群 馬 20 前 橋 市

愛 知 20 岡 崎 市

徳 島 20 徳 島 市

宮 城 21 仙 台 市

和歌山 21 和歌山市

沖 縄 21 北大東村

京 都 22 南 丹 市

東 京 24 中 央 区

福 井 25 大 野 市

岐 阜 26 高 山 市

滋 賀 27 大 津 市

鹿児島 27 鹿児島市

静 岡 29 静 岡 市

奈 良 上旬 奈 良 市

山 梨 下旬 甲 府 市

山 梨 下旬 甲 府 市

保安手帳所持者（総合）
保 安 教 育 講 習

協会名 日程 開 催 地

鹿児島 26 鹿児島市

保 安 手 帳 所 持 者
（ 煙 火 ） 保 安 教 育 講 習

協会名 日程 開 催 地

千 葉 15 千 葉 市

愛 知 20 岡 崎 市

長 野 26 松 本 市



◉ 景気は、一部に足踏みが残るものの、緩やかに回復している。
　　− ９月の月例経済報告 −

内閣府は18日、月例経済報告等に関する関係閣僚会議に「９月の月例経済報告」
を提出し、承認された。

（我が国経済の基調判断）
　景気は、一部に足踏みが残るものの、緩やかに回復している。
　　・ 個人消費は、一部に足踏みが残るものの、このところ持ち直しの動きがみ

られる。
　　・設備投資は、持ち直しの動きがみられる。
　　・輸出は、おおむね横ばいとなっている。
　　・生産は、持ち直しの動きがみられる。
　　・企業収益は、総じてみれば改善している。企業の業況判断は、改善している。
　　・雇用情勢は、改善の動きがみられる。
　　・消費者物価は、緩やかに上昇している。
　先行きについては、雇用・所得環境が改善する下で、各種政策の効果もあって、
緩やかな回復が続くことが期待される。ただし、欧米における高い金利水準の継
続や中国における不動産市場の停滞の継続に伴う影響など、海外景気の下振れが
我が国の景気を下押しするリスクとなっている。また、物価上昇、中東地域をめ
ぐる情勢、金融資本市場の変動等の影響に十分注意する必要がある。

（政策の基本的態度）
　「経済財政運営と改革の基本方針2024〜賃上げと投資がけん引する成長型経済
の実現〜」等に基づき、物価上昇を上回る賃金上昇の実現や官民連携投資による
社会課題解決と生産性向上に取り組む。
　「デフレ完全脱却のための総合経済対策」及びその裏付けとなる令和５年度補
正予算並びに令和６年度予算を迅速かつ着実に執行する。また、足元の物価動向
の中、年金生活世帯や中小企業にとっては厳しい状況が続いており、まずは、早
急に着手可能で即効性のある対策を講じるなど、二段構えでの対応を行っていく。
　「被災者の生活と生業（なりわい）支援のためのパッケージ」に基づき、令和
６年能登半島地震の被災者の生活、生業の再建をはじめ、被災地の復旧・復興に
至るまで、予備費を活用し切れ目なく対応する。
　日本銀行には、経済・物価・金融情勢に応じて適切な金融政策運営を行うこと
により、賃金と物価の好循環を確認しつつ、２％の物価安定目標を持続的・安定
的に実現することを期待する。
　政府と日本銀行は、引き続き緊密に連携し、経済・物価動向に応じて機動的な
政策運営を行っていく。
　こうした取組により、デフレからの完全脱却、成長型の新たな経済ステージへ
の移行を実現していく。


